
■平成２６年度予算に向けた新規事業採択時評価について（補助事業等）

【公共事業関係費】

【河川事業】

岩手県 岩手県 岩崎川床上浸水対策特別緊急事業 49 27.9

京都府 京都府 古川床上浸水対策特別緊急事業 36 13.8

【ダム事業（実施計画調査から建設事業に移行）】

宮城県 宮城県 川内沢ダム建設事業 80 2.7

・事業評価対象の補助事業等（補助事業等および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業に限る。））を対象としたも
のである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実施環境等
を含めて総合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載している。

備考

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費

(億円)
Ｂ／Ｃ 備考

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費

(億円)
Ｂ／Ｃ

島根県 島根県 矢原川ダム建設事業 220 1.4



■平成２６年度予算に向けた再評価について（補助事業等）

【公共事業関係費】

【河川事業】

東京都 東京都
渋谷川・古川床上浸水対策特別緊
急事業

300 2.4 継続

愛知県 愛知県
広田川・砂川床上浸水対策特別緊
急事業

73 9.7 継続

愛知県 愛知県
占部川床上浸水対策特別緊急事
業

77 17.4 継続

愛知県 愛知県
鹿乗川床上浸水対策特別緊急事
業

50 2.2 継続

【ダム事業】

福島県 福島県 千五沢ダム再開発事業 139 3.3 継続

長野県 長野県 角間ダム建設事業 - - 評価手続き中
中止を前提に治水、利水代替案を検討
中であり、平成20年再評価時より評価
手続き中としている。

兵庫県 兵庫県 与布土生活貯水池整備事業 140 1.6 継続

広島県 広島県 庄原生活貯水池整備事業 66 1.05 継続 総事業費の変更に伴う再評価

香川県 香川県 椛川ダム建設事業 385 2.7 継続
H26年度から、ダム本体工事着手予定
であり、それに伴う再評価

・事業評価対象の補助事業等（補助事業等および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業に限る。））を対象としたもので
ある。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実施環境等を含
めて総合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載している。
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■平成２５年度に実施した完了後の事後評価について

【公共事業関係費】

【河川事業】

（直轄事業）

東北地方整備局 最上川中流横山地区消流雪用水導入事業 H18～H20 6.4 対応なし

関東地方整備局 新河岸川直轄河川改修事業（朝霞調節池） S55～H20 368 対応なし

関東地方整備局
小貝川特定構造物改築事業（ＪＲ水戸線小貝
川橋梁）

H13～H20 36 対応なし

中部地方整備局
狩野川床上浸水対策特別緊急事業（原木地
区）

H16～H20 9.0 対応なし

近畿地方整備局
淀川水系直轄河川改修事業（大津・草津川放
水路）

H4～H20 1,490 対応なし 大津放水路(事業実施期間:H4～H16,全体事業費:641億円)
草津川放水路(事業実施期間:H4～H20,全体事業費:849億円)

近畿地方整備局 相野谷川土地利用一体型水防災事業 H13～H20 61 対応なし

四国地方整備局
那賀川床上浸水対策特別緊急事業（桑野川
左岸）

H14～H20 170 対応なし

四国地方整備局 吉野川床上浸水対策特別緊急事業（飯尾川） H18～H20 18 対応なし

九州地方整備局
遠賀川床上浸水対策特別緊急事業（飯塚・穂
波地区）

H16～H20 140 対応なし

九州地方整備局
大淀川床上浸水対策特別緊急事業（富吉・萩
原地区）

H15～H20 58 対応なし

北陸地方整備局 常願寺川総合水系環境整備事業 H9～H20 5.8 対応なし

近畿地方整備局 草津川放水路浄化事業 H9～H20 34 対応なし

九州地方整備局 山国川総合水系環境整備事業 H18～H20 5.9 対応なし

九州地方整備局 番匠川総合水系環境整備事業 H17～H20 3.5 対応なし

備考

・完了後の事後評価の対応方針は、事業完了後の事業の効果、環境への影響等の確認を行い、改善措置を実施するかどうか、事後評価を
今後さらに実施するかどうかを決定するもの。
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九州地方整備局 鶴田ダム湖活用環境整備事業 H13～H20 13 対応なし

九州地方整備局 鶴田ダム貯水池水質保全事業 H17～H21 6 対応なし

【ダム事業】

（直轄事業等）

九州地方整備局 佐賀導水建設事業 S49～H20 995 対応なし
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全体事業費

(億円)
対応方針


